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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可撓性変色繊維であって、
　中空繊維であって、前記中空繊維は、前記中空繊維の壁の中に統合される少なくとも２
つの電気的に隔離された伝導性ワイヤを備える、中空繊維と、
　前記中空繊維の内側に配置される電気光学媒体であって、前記電気光学媒体は、非極性
溶媒と、第１の荷電顔料粒子とを備える、電気光学媒体と
　を備える、可撓性変色繊維。
【請求項２】
　前記電気光学媒体は、第２の荷電顔料粒子を含み、前記第２の荷電顔料粒子は、前記第
１の荷電顔料粒子と異なる電荷および色を有する、請求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項３】
　前記中空繊維は、ポリマーを含む、請求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項４】
　前記ポリマーは、ポリカーボネートを含む、請求項３に記載の可撓性変色繊維。
【請求項５】
　前記中空繊維は、長方形断面と、４つの電気的に隔離された伝導性ワイヤとを備える、
請求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項６】
　前記ワイヤは、前記中空繊維の壁の内縁から内向きにより大きい内寸の幅の約１／４に
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位置する、請求項５に記載の可撓性変色繊維。
【請求項７】
　前記長方形断面は、少なくとも１．２：１の幅対高さの比を有する、請求項５に記載の
可撓性変色繊維。
【請求項８】
　前記伝導性ワイヤは、タングステンを含む、請求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項９】
　前記伝導性ワイヤは、銅を含む、請求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項１０】
　前記少なくとも２つの電気的に隔離された伝導性ワイヤ間の絶縁層をさらに備える、請
求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項１１】
　レンズ効果を提供する１つ以上の特徴をさらに備える、請求項１に記載の可撓性変色繊
維。
【請求項１２】
　前記特徴は、面取りされた縁を備える、請求項１１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項１３】
　前記特徴は、前記繊維の外側表面の少なくとも一部のまわりに屈折コーティングを備え
る、請求項１１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項１４】
　前記少なくとも２つの電気的に隔離された伝導性ワイヤのうちの少なくとも１つと前記
電気光学媒体との間の伝導性材料をさらに備える、請求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項１５】
　前記伝導性材料は、炭素を含む、請求項１４に記載の可撓性変色繊維。
【請求項１６】
　前記非極性溶媒は、炭化水素の混合物である、請求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項１７】
　前記非極性溶媒は、電荷制御剤を含む、請求項１に記載の可撓性変色繊維。
【請求項１８】
　請求項１に記載の変色繊維を備える、布地。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本願は、２０１７年６月１６日に出願された米国仮出願第６２／５２０，９３２号およ
び２０１８年６月５日に出願された米国出願第１５／９９７，７４０号の利益およびそれ
らに対する優先権を主張するものであり、これらの内容は、全体が参照により本明細書中
に援用される。以下に言及されている全ての同時係属中のおよび公開された特許出願およ
び発行された特許は、全体が参照により本明細書中に援用される。
【０００２】
　（米国政府支援のステートメント）
本発明は、ＡＣＣ－ＮＪによって授けられた契約番号Ｗ１５ＱＫＮ－１６－３－０００１
のもとでの米国政府支援を用いてなされた。米国政府は、本発明に一定の権利を有する。
【０００３】
　（発明の背景）
　要求に応じて変化し得る、衣類の多くの用途が、存在する。現代の布地が、要求に応じ
て変色可能である場合、消費者は、生涯において購入する、衣類物品の数を劇的に低減さ
せ得る。例えば、ほぼ同じ型であるが、異なる色の３つの異なるブラウスをもはや所有す
る必要はないであろう。消費者は、単に、行事、季節等に応じて必要とされる色（または
パターン）を選定し得る。このように、変色布地は、衣類の環境影響を大幅に低減させ得
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る。米国人は、現在、年間約１，４００万トンもの衣類を埋立処理地に破棄していると推
定される。加えて、これらの衣類を新しいファッション季節毎に交換することは、布地源
、例えば、綿、羊毛、または石油化学製品にかかわらず、資源集約的である。変色衣類の
他の用途は、迷彩服およびスポーツウェアを含む。例えば、野球チームは、２つの異なる
ユニフォームをもはや要求せず、色は、チームが本拠地または本拠地外であるかどうかに
応じて、変化され得る。
【０００４】
　種々の技術が、色を可逆的に変化させることが可能な布地を作成するために識別されて
いる。これらの技術は、異なる温度に暴露されると色を変化させる、熱変色性色素、太陽
光に暴露されると色を変化させる、フォトクロミック色素、電力をダイオードに提供する
ことによって、要求に応じて照明され得る、統合ＬＥＤ、および供給される電場の存在を
用いて異なる色が示される（または示されない）ことを可能にする、液晶インクを含む。
これらの技術は、種々のプロトタイプにおいて注目されているが、熱変色性色素のみが、
衣類の中に広く組み込まれている。Ｇｅｎｅｒｒａ　Ｓｐｏｒｔｓｗｅａｒによって販売
されている「Ｈｙｐｅｒｃｏｌｏｒ」Ｔシャツを参照されたい。しかしながら、熱変色性
衣類は、感熱性であるため、色パターンは、可変である。例えば、熱変色性インクを有す
るＴシャツの腋下は、常に異なる陰影であって、注意をその面積に引き付け得る。したが
って、依然として、要求に応じて色を変化させ得る、安価かつ堅牢な布地の必要性が残っ
ている。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　（発明の要約）
　本発明は、要求に応じて色を切り替え得る、可撓性繊維を提供することによって、先行
技術の欠点を克服する。繊維は、織成、編成、刺繍、熱成形、または絡合によって、布地
の中に組み込まれてもよい。繊維は、他の材料の中に組み込まれ、用途による要求に応じ
て、強度、通気性、または伸縮性を達成することができる。好適な電場が、提供されると
、繊維の色は、切り替わるであろう。顔料は、双安定性であるため、色状態を維持するた
めに、一定電力を提供する必要はない。むしろ、いったん布地が切り替えられると、長期
間、例えば、数日または数週間にわたって安定する。
【０００６】
　故に、本発明は、繊維内に配置される電気光学媒体とともに、中空繊維の壁の中に統合
される、少なくとも２つの電気的に隔離された伝導性ワイヤを備える、中空繊維を含む、
可撓性変色繊維を提供し、電気光学媒体は、電場によって切り替えられることが可能であ
る。電気光学媒体は、非極性溶媒と、少なくとも１つの荷電顔料粒子のセットとを含む。
いくつかの実施形態では、電気光学媒体は、第１の荷電顔料粒子のセットと、第１の荷電
顔料粒子と異なる電荷および色を有する、第２の荷電顔料粒子のセットとを含む。付加的
粒子のセットが、電気光学媒体に追加されることができる。中空繊維は、種々のポリマー
、例えば、ポリカーボネートから作製されてもよい。いくつかの実施形態では、中空繊維
は、略長方形断面を有し、４つの電気的に隔離された伝導性ワイヤを含む。略長方形断面
と、４つの電気的に隔離された伝導性ワイヤとを有する、実施形態では、ワイヤは、中空
繊維の壁の内縁から内向きにより大きい内寸の幅の約１／４に位置してもよい。非極性溶
媒は、多くの場合、炭化水素の混合物であって、電気光学媒体はまた、電荷制御剤を含ん
でもよい。
【０００７】
　双安定電子インクを含有する繊維の作成および布地および衣料品等の中への繊維の後続
組み込みは、布地の切替を可能にし、次いで、表示が電力を伴わずに安定するため、それ
らを電子機器から接続解除するであろう。故に、駆動電子機器は、モバイル切替が所望さ
れない限り、布地の中に統合される必要はないであろう。したがって、いくつかの実施形
態では、バッテリ給電され得る、切替ボックスは、取外可能付属品である。駆動電子機器
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の欠如は、繊維の洗濯を大幅に簡略化する一方、また、耐久性を増加させる。装着されて
いる間、能動的に変化する素子を有することが望ましい場合、切替電子機器は、衣服内に
含まれ得るが、更新の間、短時間にわたってのみオンにされる必要があるであろう。
【０００８】
　本発明のこれらおよび他の側面は、以下の説明に照らして明白となるであろう。
【０００９】
　図面は、限定としてではなく、一例としてのみ、本概念に一致する、１つ以上の実装を
描写する。図中、同様の参照番号は、同一または類似要素を指す。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１Ａ】図１Ａは、本発明のある実施形態による、可撓性変色繊維の側面図の例証であ
る。繊維は、電気的に荷電されたワイヤ電極に向かって（またはそこから離れるように）
移動させられ得る、反対に荷電された着色顔料を含む、電気光学媒体で充填される。
【００１１】
【図１Ｂ】図１Ｂは、本発明の別の実施形態による、可撓性変色繊維の断面図である。繊
維は、電気的に荷電されたワイヤ電極に向かって（またはそこから離れるように）移動さ
せられ得る、反対に荷電された着色顔料を含む、電気光学媒体で充填される。ワイヤは、
随意に、内壁と正中線との間の等距離に位置する。
【００１２】
【図２】図２は、電気光学媒体を含有するマイクロシリンジを用いて、可撓性変色繊維を
充填するための方法を図示する。
【００１３】
【図３】図３は、布地の中に織成され、次いで、ユーザが繊維の色を切り替えることを可
能にする、駆動電子機器に結合される、可撓性変色繊維を図示する。
【００１４】
【図４】図４は、本発明の別の実施形態による、明状態（左）と暗状態（右）との間で切
り替えらえる、可撓性変色繊維の可視光顕微鏡写真を示す。
【００１５】
【図５】図５は、本発明の別の実施形態による、伝導性ポリマーを含む、可撓性変色繊維
の断面図である。
【００１６】
【図６】図６は、本発明の別の実施形態による、明状態（左）と暗状態（右）との間で切
り替えらえる、可撓性変色繊維の可視光顕微鏡写真を示す。
【００１７】
【図７】図７は、本発明の別の実施形態による、レンズ効果を提供する幾何学形状を有す
る、可撓性変色繊維の断面図である。
【００１８】
【図８】図８は、本発明の別の実施形態による、レンズ効果を提供する幾何学形状を有す
る、可撓性変色繊維の断面図である。
【００１９】
【図９】図９は、本発明の別の実施形態による、レンズ効果を提供する幾何学形状を有す
る、可撓性変色繊維の断面図である。
【００２０】
【図１０】図１０は、本発明の別の実施形態による、レンズ効果を提供する幾何学形状と
、伝導性ポリマーと、銅電極とを有する、可撓性変色繊維の断面図である。
【００２１】
【図１１】図１１は、本発明の別の実施形態による、絶縁層を有する、可撓性変色繊維の
断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
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　（詳細な説明）
　本発明は、テキスタイルおよび他の材料の中に組み込まれ得る、可撓性変色繊維を提供
する。電子構成要素、すなわち、ワイヤ電極を繊維の中に含む能力は、実践的および経済
的な繊維ベースの表示を達成するために有用である。繊維ベースの表示または切替布地を
作製することにおける多くの以前の試みは、電極と機能的電気泳動材料との間の実質的量
の誘電構造材料を要求していた。説明される発明は、そのような複雑な構造を不必要にす
る。
【００２３】
　図１Ａは、本発明の切替繊維１０の側面断面図を示す。非極性溶媒と、２つのタイプの
荷電顔料粒子１８、１９とを含む、電気光学媒体１６が、中空繊維１２の壁間に配置され
て示される。図１Ａに示される実施形態では、第１のセットの粒子１９は、白色であって
、第２のセットの粒子１８は、黒色であるが、しかしながら、多くの他の色も、下記に説
明されるように、達成されることができる。繊維１０は、少なくとも２つの電極１４ａ、
１４ｂを含み、これは、電場を電気光学媒体を横断して提供し、それによって、一方の顔
料または他方の顔料を繊維１０のある側に移動させる。図１Ｂは、図１ＡのＢ－Ｂにおい
て得られた断面を示す。図１Ｂでは、繊維１０の形状およびワイヤ電極１４ａ、１４ｂ、
１４ｃ、１４ｄの場所は、容易に可視化される。黒色顔料１８は、両図の上部に向かって
示されるが、適切な切替を用いて、白色顔料１９は、図の上部に向かって移動させられ得
ることを理解されたい。加えて、下記に列挙されたＥ　Ｉｎｋ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
による特許のいくつかに説明されるように、混合された黒色および白色を有する、すなわ
ち、グレースケールレベルを提供することも可能である。
【００２４】
　各可撓性繊維は、電気泳動液体を含有することが可能な材料から形成される、空洞を含
む。いくつかの実施形態では、繊維は、略長方形断面を有し、内側内部空洞も同様に、略
長方形断面を有する。しかしながら、卵形または円形等の他の断面形状もまた、可能性と
して考えられる。長方形断面は、鋭縁を有してもよい、またはそれらは、図１Ｂに示され
るように、若干丸みを帯びた縁１７であってもよい。素子の中に織成するために十分に薄
いが、能動的切替空洞を可能にするために十分に厚い、繊維を有することが望ましい。ま
た、繊維の厚さに対して光学切替体積を最大限にするために、可能な限り薄い繊維の壁を
有することが望ましい。しかしながら、壁が薄すぎる場合、繊維は、亀裂、断裂によって
、またはワイヤ電極のうちの１つを解放することによってのいずれかにおいて、破損する
であろう。本目的を達成するために、繊維は、約２ｍｍ×１ｍｍ厚以下であって、内側空
洞１ｍｍ×０．５ｍｍ以下を伴うことが望ましい。好ましい実施形態では、繊維は、約０
．８ｍｍ×０．５ｍｍであって、空洞は、約０．４ｍｍ×０．１５ｍｍであり得る。その
ような繊維内の電極ワイヤは、５０μｍの直径を有し得る。これらの繊維では、（不透明
）電極ワイヤによって隠され得る、空洞幅の割合は、約２５％（２×５０μｍ／４００μ
ｍ）である。より好ましい実施形態では、繊維は、約０．５４ｍｍ×０．３１ｍｍであっ
て、空洞は、約０．４０ｍｍ×０．１０ｍｍであり得る。そのような繊維内の電極ワイヤ
は、４０μｍの直径を有し得る。これらの繊維では、（不透明）電極ワイヤによって隠さ
れる、空洞幅の割合は、約２０％（２×４０μｍ／４００μｍ）である。
【００２５】
　電場が、図１における繊維の空洞を横断して印加された後、繊維の上部は、繊維の底部
と異なる色を表示するであろう。したがって、本繊維を布地の中に統合するとき、布地の
面積を横断して一貫した色を達成するために、繊維配向を制御することが可能であること
が重要である。長方形断面を伴う繊維を織成することによって、変色布地を形成するとき
、布地の配向は、布地の視認表面がより広い寸法を有する繊維の側を構成するようなもの
であることが有益である。典型的には、断面における幅対高さの比は、本発明のある実施
形態に従って長方形断面を有する繊維を織成するとき、少なくとも１．２：１、より好ま
しくは、１．５：１、またはそれを上回る。
【００２６】
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　刺繍方法等、本発明の種々の実施形態に従って繊維を仕上げられた布地に適用するとき
、縦横比もまた、繊維の配向を制御するために重要である。例えば、屈曲された長方形断
面を伴う繊維は、捻転し得る。これは、変色繊維の視認表面が下層布地と比較的に平行の
ままであることが好ましい場合、望ましくない場合がある。この場合、繊維は、繊維が、
通常視認側から視認されるときの幅より深くにあって、布地内の繊維の任意の望ましくな
い捻転の可能性を低減させる、略正方形断面または長方形断面を有することが有益である
。
【００２７】
　各可撓性繊維は、ワイヤ電極を機械的に拘束する壁の能力を損なわせることなく、可能
な限り空洞に近接して繊維に沿って長さ方向に延設される、少なくとも２つの伝導性ワイ
ヤ電極を含む。ワイヤ電極は、良好な延性を伴う、タングステン、銀、銅、または他の伝
導性材料から形成されてもよい。電極断面形状は、電気光学媒体を横断して電場の均一性
を最適化するであろう、丸形、長方形、または他の形状であってもよい。１つのワイヤま
たはワイヤのセットが、空洞の視認側にあって、他のワイヤまたはワイヤのセットが、空
洞の反対側上に位置する。ワイヤの端部が、電気供給源に接続されると、電位が、空洞を
横断して生成され、電子インクの光学状態の変化を生じさせることができる。ワイヤは、
繊維作製プロセスに耐えるために十分な機械的強度を維持しながら、可能な限り小さくあ
るべきである。本発明の実施形態では、タングステンワイヤは、１００μｍ以下の直径、
好ましくは、５０μｍ以下の直径、より好ましくは、２５μｍ以下の直径であってもよい
。より小さい直径の繊維の光学利点は、４００ミクロン幅空洞に関して、２つの５０ミク
ロンワイヤが、切替面積の２５％を外観上隠し、２５ミクロンワイヤが、切替面積の１２
．５％のみを隠すであろうため、実質的であり得る。加えて、より小さい直径の繊維は、
より機械的に可撓性であって、これは、繊維内のより薄い機械的材料が、ワイヤを含有す
ることを可能にし、繊維を作製する際、可能性として考えられる可撓性を大幅に増加させ
る。繊維は、無限の長さであることができ、例えば、１メートルまたはより長い、例えば
、１０メートルまたはより長い、例えば、１００メートルまたはより長い。
【００２８】
　本発明の一実施形態では、変色繊維は、２つのワイヤの２つのセットにおいて配列され
る、４つの伝導性電極ワイヤを備えてもよい。本構造は、図１Ｂに例示され、２つのワイ
ヤが、繊維の空洞の視認側上に位置し、２つのワイヤが、空洞の逆側上に配列される。ワ
イヤはそれぞれ、空洞の縁から離れるように繊維の中央に向かって空洞の幅の１／４に設
置されるように配列される。これもまた、図１Ｂに示される。電極ワイヤの本配列は、空
洞の上部のいずれの部分も電極ワイヤから幅の１／４を上回って離れず、ワイヤによって
発生された電場の改良された均一性を可能にする。不透明ワイヤによって被覆される空洞
幅の割合は、式ｆ＝Ｎ×Ｄ／Ｗによって与えられ、Ｎは、空洞の片側におけるワイヤの数
であって、Ｄは、ワイヤ直径であって、Ｗは、空洞幅である。割合ｆは、４０％未満、好
ましくは、２０％未満であることが望ましい。
【００２９】
　上記に述べられるように、本発明の種々の実施形態による繊維の電極は、銅を含んでも
よい。銅は、例えば、タングステンと比較して、より低いモジュラスを有し、したがって
、銅ワイヤは、同等直径のタングステンワイヤより可撓性であろう。本可撓性は、ワイヤ
を機械的に保定するためにより少ないポリマー材料を要求し、比較的により薄いワイヤを
もたらす、二次効果を有する。より低いモジュラスを伴う銅ワイヤは、繊維が撓曲される
とき、より少ない力を周囲ポリマー繊維材料に付与し、これは、屈曲されるときの繊維の
より良好な機械的堅牢性につながる。ワイヤが、撓曲の間、繊維のポリマー材料を通して
破損する場合、ワイヤが繊維の空洞にスパンし、素子内の別の電極ワイヤとの電気接触を
生成する確率が高いため、より機械的堅牢性があることは、好ましい。空洞にスパンする
電極間の接触は、電気短絡回路を生成し、これは、繊維に切替性能を喪失させ、多くの事
例では、切替能力を完全に喪失させる。
【００３０】
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　図５に示される本発明の別の実施形態では、ワイヤを繊維の中に機械的に制約するため
に使用される、ポリマー材料の電気性質は、空洞内の電気泳動媒体を横断して電場を最大
限にするように修正される。具体的には、ポリカーボネートのような構造ポリマーが、結
果として生じるポリマー／炭素混成材料５２ａ、５２ｂ、５２ｃ、５２ｄが伝導性になる
ように、浸透閾値を超えて炭素のような伝導性材料で充填される。繊維形成に好適な複数
のポリマー材料が、伝導性材料で充填されてもよく、複数の導体が、伝導性充填材として
使用されてもよい。伝導性ポリカーボネート（ＣＰＣ）材料５２ａ、５２ｂ、５２ｃ、５
２ｄは、図５に図示されるように、伝導性ワイヤ５４ａ、５４ｂ、５４ｃ、５４ｄと中空
繊維５０の空洞５６との間に配置されてもよい。好ましくは、少なくとも繊維の視認側上
のＣＰＣ材料の幅は、伝導性材料が、不透明であって、電気泳動媒体を隠し得るため、伝
導性ワイヤの直径とほぼ等しい。ＣＰＣ材料は、中空繊維材料およびＣＰＣ材料の両方が
熱可塑性である場合、スタックおよび高温プレスアプローチを使用して、プリフォームの
中に統合されてもよい。例えば、１つの処理方法によると、中空繊維を形成する非伝導性
ポリカーボネートおよび伝導性ポリカーボネート材料の複合材が、圧力および／または熱
下、ともに融合されてもよい。ＣＰＣは、繊維が、任意の伝導性材料を欠いているポリカ
ーボネートと比較して、より低い電圧で切り替わることを可能にする。図６は、本配列を
伴う繊維の白色および暗状態の写真である。写真から、光学性能は、空洞内の電気泳動材
料があまり隠されないように、より小さい直径を伴うワイヤおよびより細いＣＰＣ細片を
使用することによって、改良され得ることが明白である。いくつかの実施形態では、繊維
は、ＣＰＣ材料および銅電極の両方を備えてもよい。
【００３１】
　変色繊維の視覚的影響は、光学充填率、すなわち、繊維が外側から視認されるときに変
色媒体が実際に可視である、繊維面積または幅の割合に比例する。理想的には、本光学充
填率は、視覚的影響を最大限にするために、１００％となるであろう。光学充填率は、変
色媒体の上部の非透明材料（例えば、ワイヤ）の存在によって、および変色媒体を含有す
るために必要とされる非活性壁材料によって、低下される。光学充填率を増加させるため
に、本発明のいくつかの実施形態による繊維は、レンズ効果を提供する、特徴を含んでも
よい。本明細書で使用されるように、明細書および請求項全体を通して、用語「レンズ効
果」は、光を屈曲させ、非活性面積を隠し、変色繊維の活性面積の出現を最大限にするこ
とが可能な特徴を意味する。
【００３２】
　レンズ効果は、２つの異なる透明材料間の界面における光屈折によって達成されてもよ
い。光の光線を屈曲させるために、２つの条件が、必要とされる。すなわち、（１）２つ
の材料は、異なる屈折率を有する必要があることと、（２）視認方向と界面の平面との間
の角度は、９０°異なる必要があることである。レンズ効果を提供する、単純繊維幾何学
形状の実施例は、図７に提供される。繊維７０は、上部表面から約４５°に角度付けられ
た２つの上部の面取りされた角７２ａ、７２ｂを有する。繊維７０を通して透過される、
屈折された光７４ａ、７４ｂ、７４ｃは、繊維７０と外側空気との間の界面において、偏
向されないまま継続する。角度付けられた角領域７２ａ、７２ｂを通して透過される、屈
折された光は、内側空洞内の幅と等しい実際の幅（ＷＡ）を有する、活性媒体７６の見掛
け幅（ＷＬ）を事実上増加させるように偏向される。その結果、より多くの活性媒体およ
びより少ない非活性壁７８ａ、７８ｂが、繊維７０の外側から可視となる。本発明の種々
の実施形態による繊維は、したがって、１つ以上の面取りされた縁を含んでもよい。例え
ば、布地が両側で視認されるであろう用途において使用される、変色布地に関して、本発
明の実施形態に従って作製された繊維９０は、図８に図示されるように、４つの面取りさ
れた縁９２ａ、９２ｂ、９２ｃ、９２ｄを有してもよい。
【００３３】
　より複雑なレンズ効果を伴う、本発明の別の実施形態による繊維構造が、図９に示され
る。本構造は、繊維８０の上部区分内に、面取りされた縁８３ａ、８３ｂと、湾曲表面８
１ａ、８１ｂ、８１ｃとを含む。面取りされた縁８３ａ、８３ｂは、繊維８０の外側から
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可視の非活性壁８５ａ、８５ｂの割合を低減させ、湾曲表面８１ａ、８１ｂ、８１ｃは、
各湾曲表面８１ａ、８１ｂ、８１ｃの端部をワイヤ電極８４ａ、８４ｂの面積内に位置さ
せることによって、電気泳動媒体を含有する空洞８７の上部に存在する、２つの電極８４
ａ、８４ｂの可視性を低減させる。
【００３４】
　本発明の好ましい実施形態では、変色繊維１００は、図１０に図示されるように、電気
泳動媒体１０４を含有する空洞の非視認側の幅にスパンする、ＣＰＣ材料１０２ａを備え
てもよい。単一銅ワイヤ１０６ａが、電気泳動媒体１０４の非視認側の幅にスパンするＣ
ＰＣ材料１０２下に接触して設置されてもよく、これは、繊維１００内のワイヤ１０６ａ
、１０６ｂ、１０６ｃの総数を３つに低減させ、繊維１００の全体的可撓性を向上させる
。繊維１００の視認側上では、２つの銅電極１０６ｂ、１０６ｃが、電気泳動媒体１０４
の両縁から、電気泳動媒体１０４の幅の１／４とほぼ等しい距離に配列され、電気光学切
替性能を向上させ、ＣＰＣ材料１０２ｂ、１０２ｃが、ワイヤ１０６ｂ、１０６ｃと電気
泳動媒体１０４を含有する空洞との間に配置される。本実施形態の繊維１００はまた、向
上されたレンズ効果のために成形される角１０８ａ、１０８ｂを有する。ワイヤ、銅ワイ
ヤ、ＣＰＣ、レンズ、およびスパンするＣＰＣ非視認側電極の幾何学的位置付け最適化の
組み合わせは、向上された可撓性、向上された電気光学切替性能、およびより低い電圧動
作の繊維を作成する。
【００３５】
　面取りされた縁の組み込みは、レンズ効果を提供することが可能な１つの特徴である。
代替として、レンズは、光透過性屈折材料を繊維にわたってコーティングし、光の屈折を
下層繊維とコーティングとの間の界面において生じさせることによって達成されることが
できる。コーティングおよび繊維は、屈折率の差異を有するべきであって、２つの材料間
の界面の平面と視認方向との間の角度は、９０°未満であるべきである。
【００３６】
　衣料品のためのテキスタイル等のいくつかの用途では、繊維は、過剰屈曲、座屈、また
は圧潰等、高機械的応力を受けることが可能性として考えられる。繊維が局所的に損傷さ
れる場合でも、連続繊維の全長が機能し続けることが望ましい。そのような損傷を防止す
るために、本発明のある実施形態に従って作製される繊維は、上部電極と底部電極との間
の電気短絡の可能性を低減させるための障壁層を含んでもよい。例えば、図１１では、電
気短絡のリスクは、上部伝導性材料１１０ａ、１１０ｂ（ワイヤ＋伝導性ポリマー）と底
部伝導性材料１１４（ワイヤ＋伝導性材料）との間の電気絶縁層１１２の存在によって低
減される。障壁層は、絶縁ポリマー材料、例えば、ポリカーボネートから作製されてもよ
い。代替として、障壁層は、ポリカーボネートのものより大きいが、伝導性ポリカーボネ
ート（ＣＰＣ）のものより小さい、電気伝導性を伴う、部分的に伝導性のポリマー材料か
ら作製されてもよい。
【００３７】
　変色繊維を作製するプロセスは、図２に描写される。本質的に、電気光学媒体２０は、
荷電顔料粒子を非極性溶媒内に含むように調製され、電気光学媒体２０は、次いで、マイ
クロシリンジ２４を使用して、例えば、内部空洞と、繊維２２を横断して電気勾配を提供
し得る、少なくとも２つのワイヤ電極とを有する、繊維２２の中に注入される。いったん
繊維２２が、電気光学媒体２０で充填されると、繊維２０は、接着剤でシールされること
ができる。１００メートルを上回る連続繊維長を生産するためにより好適であり得る、繊
維を充填する代替プロセスは、最初に、空洞のために意図される最終寸法より大きい内部
空洞を有する、部分的に延伸された繊維を調製し、次いで、インクを中間サイズ繊維の空
洞の中に挿入し、次いで、最後に、延伸タワーまたは繊維引張システムを使用して、繊維
をその最終寸法まで延伸させる。これは、小空洞を通した長い長さにわたる粘性流体の移
動と関連付けられた長充填時間を回避し得る。典型的には、ワイヤ電極は、繊維より長く
残される。これらのワイヤ「ピグテール」は、駆動回路への電気接続のための基本であり
得る。代替として、繊維壁が、削摩、剥離、または切断され、ワイヤ電極と接続すること
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ができる。いったん繊維が、完成されると、それらは、例えば、図３に示されるように、
織成布地３０の中に組み込まれ、織成布地３０内の繊維の光学状態を切り替えるために、
電子ドライバ３２に電気的に接続されることができる。特に、本発明の繊維は、断面が長
方形であるため、それらは、布地内で外向きに示す同一面を有するように整合されること
ができる。当然ながら、これらの変色繊維を種々の他の織成材料の中に統合することもま
た、可能性として考えられ、これは、内部設計要素、建築、方向案内板等のために使用さ
れ得る。
【００３８】
　用語「双安定」および「双安定性」は、当技術分野におけるそれらの従来の意味で、少
なくとも１つの光学特性が異なる第１および第２の表示状態を有する表示要素を備えるデ
ィスプレイであって、その第１または第２の表示状態のうちのいずれか一方を呈するよう
に、有限持続時間のアドレス指定パルスを用いて、所与の要素が駆動されてから、アドレ
ス指定パルスが終了した後に、表示要素の状態を変化させるために必要とされるアドレス
指定パルスの最小持続時間の少なくとも数倍、例えば、少なくとも４倍、その状態が続く
ようなディスプレイを指すために、本明細書で使用される。米国特許第７，１７０，６７
０号では、グレースケール対応のいくつかの粒子ベースの電気泳動ディスプレイが、その
極端な黒および白状態においてだけではなく、また、その中間グレー状態においても、安
定しており、同じことは、いくつかの他のタイプの電気光学ディスプレイにも当てはまる
ことが示されている。本タイプのディスプレイは、適切には、双安定性ではなく、「多安
定性」と呼ばれるが、便宜上、用語「双安定性」が、本明細書では、双安定性および多安
定性ディスプレイの両方を網羅するために使用され得る。
【００３９】
　Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（Ｍ
ＩＴ）およびＥ　Ｉｎｋ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎに譲渡された、またはそれらの名義の
多数の特許および出願は、カプセル化された電気泳動および他の電気光学媒体に使用され
る種々の技術を説明している。そのようなカプセル化された媒体は、多数の小型カプセル
を含み、そのそれぞれはそれ自体、電気泳動により移動可能な粒子を流体媒体中に含有す
る内相と、内相を囲繞するカプセル壁とを含む。以下を含む、下記に列挙される特許およ
び出願に説明される材料および技法のいくつかは、本明細書に説明される可変透過率素子
の加工に関連する。
（ａ）電気泳動粒子、流体、および流体添加物（例えば、米国特許第５，９６１，８０４
号、第６，０１７，５８４号、第６，１２０，５８８号、第６，１２０，８３９号、第６
，２６２，７０６号、第６，２６２，８３３号、第６，３００，９３２号、第６，３２３
，９８９号、第６，３７７，３８７号、第６，５１５，６４９号、第６，５３８，８０１
号、第６，５８０，５４５号、第６，６５２，０７５号、第６，６９３，６２０号、第６
，７２１，０８３号、第６，７２７，８８１号、第６，８２２，７８２号、第６，８７０
，６６１号、第７，００２，７２８号、第７，０３８，６５５号、第７，１７０，６７０
号、第７，１８０，６４９号、第７，２３０，７５０号、第７，２３０，７５１号、第７
，２３６，２９０号、第７，２４７，３７９号、第７，３１２，９１６号、第７，３７５
，８７５号、第７，４１１，７２０号、第７，５３２，３８８号、第７，６７９，８１４
号、第７，７４６，５４４号、第７，８４８，００６号、第７，９０３，３１９号、第８
，０１８，６４０号、第８，１１５，７２９号、第８，１９９，３９５号、第８，２７０
，０６４号、および第８，３０５，３４１号、および米国特許出願公開第２００５／００
１２９８０号、第２００８／０２６６２４５号、第２００９／０００９８５２号、第２０
０９／０２０６４９９号、第２００９／０２２５３９８号、第２０１０／０１４８３８５
号、第２０１０／０２０７０７３号、および第２０１１／００１２８２５号参照）
（ｂ）カプセル、結合剤、およびカプセル化プロセス（例えば、米国特許第６，９２２，
２７６号および第７，４１１，７１９号参照）
（ｃ）電気光学材料を含有するフィルムおよびサブアセンブリ（例えば、米国特許第６，
９８２，１７８号および第７，８３９，５６４号参照）
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（ｄ）バックプレーン、接着剤層、および他の補助層、およびディスプレイに使用される
方法（例えば、米国特許第７，１１６，３１８号および第７，５３５，６２４号参照）
（ｅ）色形成および色調節（例えば、米国特許第７，０７５，５０２号および第７，８３
９，５６４号参照）
（ｆ）ディスプレイを駆動するための方法（例えば、米国特許第７，０１２，６００号お
よび第７，４５３，４４５号参照）
（ｇ）ディスプレイの適用（例えば、米国特許第７，３１２，７８４号および第８，００
９，３４８号参照）
（ｈ）非電気泳動ディスプレイ（米国特許第６，２４１，９２１号、第６，９５０，２２
０号、第７，４２０，５４９号、および第８，３１９，７５９号、および米国特許出願公
開第２０１２／０２９３８５８号参照）
【００４０】
　電気光学媒体は、荷電顔料粒子を懸濁流体中に含む。本発明の可変透過率媒体において
使用される流体は、典型的には、低誘電定数（好ましくは、１０未満、望ましくは、３未
満）であろう。特に好ましい溶媒は、ヘプタン、オクタン等の脂肪族炭化水素、およびＩ
ｓｏｐａｒ（Ｒ）（Ｅｘｘｏｎ　Ｍｏｂｉｌ）またはＩｓａｎｅ（Ｒ）（Ｔｏｔａｌ）等
の石油蒸留物を含む。
【００４１】
　荷電顔料粒子は、種々の色および組成物であってもよい。加えて、荷電顔料粒子は、表
面ポリマーで官能化され、状態安定性を改良してもよい。そのような顔料は、米国特許公
開第２０１６／００８５１３２号（参照することによってその全体として組み込まれる）
に説明される。例えば、荷電粒子が、白色である場合、それらは、ＴｉＯ２、ＺｒＯ２、
ＺｎＯ、Ａｌ２Ｏ３、Ｓｂ２Ｏ３、ＢａＳＯ４、ＰｂＳＯ４、または同等物等の無機顔料
から形成されてもよい。それらはまた、高屈折率（＞１．５）を伴い、あるサイズ（＞１
００ｎｍ）であって、白色を呈する、ポリマー粒子、または所望の屈折率を有するように
エンジニアリングされた複合粒子であってもよい。黒色荷電粒子は、ＣＩ　ｐｉｇｍｅｎ
ｔ　ｂｌａｃｋ２６または２８または同等物（例えば、マンガンフェライトブラックスピ
ネルまたは銅クロマイトブラックスピネル）またはカーボンブラックから形成されてもよ
い。他の色（非白色および非黒色）は、ＣＩ　ｐｉｇｍｅｎｔ　ＰＲ２５４、ＰＲ１２２
、ＰＲ１４９、ＰＧ３６、ＰＧ５８、ＰＧ７、ＰＢ２８、ＰＢ１５：３、ＰＹ８３、ＰＹ
１３８、ＰＹ１５０、ＰＹ１５５、またはＰＹ２０等の有機顔料から形成されてもよい。
他の実施例は、Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｈｏｓｔａｐｅｒｍ　Ｒｅｄ　Ｄ３Ｇ７０－ＥＤＳ、
Ｈｏｓｔａｐｅｒｍ　Ｐｉｎｋ　Ｅ－ＥＤＳ、ＰＶ　ｆａｓｔ　ｒｅｄ　Ｄ３Ｇ、Ｈｏｓ
ｔａｐｅｒｍ　ｒｅｄ　Ｄ３Ｇ７０、Ｈｏｓｔａｐｅｒｍ　Ｂｌｕｅ　Ｂ２Ｇ－ＥＤＳ、
Ｈｏｓｔａｐｅｒｍ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｈ４Ｇ－ＥＤＳ、Ｎｏｖｏｐｅｒｍ　Ｙｅｌｌｏｗ
　ＨＲ－７０－ＥＤＳ、Ｈｏｓｔａｐｅｒｍ　Ｇｒｅｅｎ　ＧＮＸ、ＢＡＳＦ　Ｉｒｇａ
ｚｉｎｅ　ｒｅｄ　Ｌ３６３０、Ｃｉｎｑｕａｓｉａ　Ｒｅｄ　Ｌ４１００ＨＤ、および
Ｉｒｇａｚｉｎ　Ｒｅｄ　Ｌ３６６０ＨＤ；Ｓｕｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　ｐｈｔｈａｌｏ
ｃｙａｎｉｎｅ　ｂｌｕｅ、ｐｈｔｈａｌｏｃｙａｎｉｎｅ　ｇｒｅｅｎ、ｄｉａｒｙｌ
ｉｄｅ　ｙｅｌｌｏｗ、またはｄｉａｒｙｌｉｄｅ　ＡＡＯＴ　ｙｅｌｌｏｗを含む。色
粒子はまた、ＣＩ　ｐｉｇｍｅｎｔ　ｂｌｕｅ２８、ＣＩ　ｐｉｇｍｅｎｔ　ｇｒｅｅｎ
５０、ＣＩ　ｐｉｇｍｅｎｔ　ｙｅｌｌｏｗ２２７、および同等物等の無機顔料から形成
されることができる。荷電粒子の表面は、米国特許第６，８２２，７８２号、第７，００
２，７２８号、第９，３６６，９３５号、および第９，３７２，３８０号、および米国公
開第２０１４－００１１９１３号（その全内容は、参照することによってその全体として
本明細書に組み込まれる）に説明されるように、電荷極性および要求される粒子の電荷レ
ベルに基づいて、公知の技法によって修正されてもよい。
【００４２】
　粒子は、本来の電荷を呈してもよい、または電荷制御剤を使用して明示的に荷電されて
もよい、または溶媒または溶媒混合物中に懸濁されるときに電荷を獲得してもよい。好適
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な電荷制御剤は、当技術分野において周知である。それらは、性質上、ポリマーまたは非
ポリマーであってもよい、またはイオン性または非イオン性であってもよい。電荷制御剤
の実施例は、限定ではないが、Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ１７０００（活性ポリマー分散剤）、
Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ９０００（活性ポリマー分散剤）、ＯＬＯＡ１１０００（スクシンイ
ミド無灰分散剤）、Ｕｎｉｔｈｏｘ７５０（エトキシレート）、Ｓｐａｎ８５（ソルビタ
ントリオレエート）、Ｐｅｔｒｏｎａｔｅ　Ｌ（スルホン酸ナトリウム）、Ａｌｃｏｌｅ
ｃ　ＬＶ３０（大豆レシチン）、Ｐｅｔｒｏｓｔｅｐ　Ｂ１００（石油スルホン酸塩）ま
たはＢ７０（硫酸バリウム）、エアロゾルＯＴ、ポリイソブチレン誘導体またはポリ（エ
チレン－ｃｏ－ブチレン）誘導体、および同等物を含んでもよい。懸濁流体および荷電顔
料粒子に加え、内相は、安定化剤と、界面活性剤と、電荷制御剤とを含んでもよい。安定
化材料は、それらが溶媒中に分散されると、荷電顔料粒子上に吸着され得る。本安定化材
料は、可変透過率媒体が、粒子がその分散状態にあるとき、実質的に非透過性であるよう
に、粒子を相互から分離されたまま保つ。当技術分野において公知のように、荷電粒子（
典型的には、上記に説明されるように、カーボンブラック）を低誘電定数の溶媒中に分散
させることは、界面活性剤の使用によって補助されてもよい。そのような界面活性剤は、
典型的には、極性「ヘッドグループ」と、溶媒と相溶性である、またはその中に可溶性で
ある、非極性「テールグループ」とを含む。本発明では、非極性テールグループは、飽和
または不飽和炭化水素部分、または、例えば、ポリ（ジアルキルシロキサン）等の炭化水
素溶媒中に可溶性の別の基であることが好ましい。極性基は、任意の極性有機機能性であ
ってもよく、アルミニウム、スルホン酸塩またはホスホン酸塩、または酸性または塩基性
基等のイオン性材料を含んでもよい。特に、好ましいヘッドグループは、カルボン酸また
はカルボキシレート基である。本発明と併用するために好適な安定化剤は、ポリイソブチ
レンおよびポリスチレンを含む。いくつかの実施形態では、ポリイソブチレンスクシンイ
ミドおよび／またはソルビタントリオレエートおよび／または２－ヘキサデカン酸等の分
散剤が、添加される。
【００４３】
　（実施例）
　４つの内部タングステンワイヤ電極と、長方形断面とを有する、ポリカーボネート繊維
が、Ｉｓｏｐａｒ（Ｒ）および官能化チタニアおよび黒色スピネル粒子を含む、電気光学
媒体で充填された。繊維は、約０．８ｍｍ×０．５ｍｍ（外部）であって、約０．４ｍｍ
×０．２ｍｍの内部空洞を伴った。片側上のワイヤ電極のうちの２つは、電圧源に結合さ
れた一方、他の２つのワイヤ電極は、接地に接続された。１００～５００Ｖの＋／－電圧
信号をワイヤ電極に提供することによって、繊維は、白色と黒色との間で切り替えられる
ことができる。（一般に、粒子は、電圧＋／－１００Ｖで切り替わるであろうが、しかし
ながら、切替は、より高い電圧では、著しく高速である。）図４は、白色（左）と黒色（
右）との間で切り替えられる、繊維の可視光顕微鏡画像を示す。切替は、繊維または電気
光学媒体の任意の劣化を伴わずに、少なくとも１００回繰り返された。加えて、好適な電
圧波形を用いることで、繊維は、双安定性を呈するであろう。そのような波形を使用して
、図４に示されるタイプの繊維は、３日にわたって色が安定した状態にされた。
【００４４】
　前述から、本発明は、テキスタイルおよび他の材料の中に統合され得る、変色繊維を提
供することができることが分かるであろう。多数の変更および修正が、本発明の範囲から
逸脱することなく、上記に説明される本発明の具体的実施形態に行われることができるこ
とが、当業者に明白となるであろう。故に、前述の説明の全体は、限定的意味ではなく、
例証的意味で解釈されるべきである。
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